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予防委員会報告

BCG接 種 後 の 腋 窩 リンパ 節 腫 脹例 の 扱 い につ いて

日本結核病学会予防委員会は,昭 和57年5月 「BCG

初回 接種年齢 について」と題する中間報告を発表し,

BCG初 回 接種はできる限り早く乳児期(1歳 未満)に

実施するよ う見解を発表した。その後,BCG初 回接種

年齢が次第に低下してきていることは喜ばしいことであ

る。

しか し最近,BCG接 種後の腋窩 リンパ節の腫脹に対

し,摘 出術あるいは化学療法を行ない,予 防接種副反応

による健康被害の医療補償を求める例が稀にみられ,ま

た,「 結核性 リンパ節炎」として登録され,INH単 独療

法が行われている例が少なか らず認められる。

BCG生 菌 はBCG接 種 後早期に所属 リンパ節に運ば

れ,結 核結節が形成される。この病変の大きさは原則と

して,(1)BCGの 毒 力,(2)接 種菌量,お よび,(3)接 種時

年齢の3因 子によって決まり,毒 力が強 く菌量が多 く,

和齢が低いほどリンパ節腫脹の程度は著 しい。幸いわが

国で使用されているBCGの 毒力は他に比して弱 く,ま

た,管 針法による経皮接種で多量の菌が接種されること

は少ないので腋窩 リンパ節の腫脹が認められることは極

めて稀であった。

しか し最近の調査によれば,3カ 月児にBCG接 種を

行なった場合,注 意 して触診すると,接 種の1カ 月ない

し2カ 月後には,0.3～0.6%の 頻度でリンパ節を触れ

るといわれている。大きざは大きくても径2cm程 度ま

でである。経過を観察すると次第に縮少し,自 然に治癒

する。この程度の リンパ節腫脹はBCG接 種後の正常反

応の範囲内のものであり,副 反応と考えないでよい。

リンパ節の大きさは時と共に変化し,ま た,極 めて稀

であるが小さくても瘻孔を形成した例があるので,経 過

観察は必要である。変化があれば来診させるようにし,

さ もなければ月1回 程度の観察でよい。 リンパ節が化膿

して波動を触れるか,皮 膚 との癒着,痩 孔の形成,あ る

いは,3cmを 超 すほど大きくなれば,1%RFP軟 膏

を局所に塗布するか,あ るいはINH投 与 を行 うなどの

治療が必要であるが,原 則 として外科的治療は不要であ

る。
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結 核 患 者 収 容 の 場 所 に つ い て

昭和30年 代前半には常に31万 台にのぼっていた結核

入院患者数 は,そ の後減少を続け,昭 和60年 末 には

3.6万 人 を割 るまでに減少 した。毎年9.5%ず つ減少 し

ているので,こ のままの傾向が続 くとすれば結核入院患

者数は昭和65年 には1.9万 人,70年 には1.2万 人程度

になると推定される。人口10万 対率にすると,そ れぞ

れ15.1あ るいは8.7で あ る。近い将来,多 くの結核病

院は空床のため,1病 棟,1看 護単位を維持することが

困難になることが予想される。

一方
,入 院を要する結核患者には合併症を持つ患者が

多 くなったため,結 核病院での医療はますます複雑化,

多様化 してきている。

今後の結核入院患者を考える場合,次 の問題を考える

必要がある。

(1)結核 患者の老齢化はますます進み,昭 和62年 には

新登録患者の半数以上は60歳 以上の患者が占めると予

想される。60歳 以上の患者は70%以 上 が何 らかの合併

症を持ち,そ の多くは複数の合併症を持つため,合 併症

の観察 ・治療についての配慮が必要である。

(2)結核 後遺症による肺機能不全に悩む患者は全国で2

万人を越えると推定され,必 要に応じて緊急の対応をす

ることが必要である。

(3)一般 病院に入院中に,副 腎皮質ホルモン剤の投与な

どにより結核菌陽性になって発病する患者は入院患者の

0.12%(名 市大病院)と いわれ,現 行のままではこれ

らの患者は,即 日,結 核病棟を持つ病院に移され,原 疾

患の治療に困難することも少なくない。

(4)結核患者の入院を特定の病院のみに限定 してお くと

一般内科医の結核に対する関心がうすれ
,大 学では結核

についての教育が困難になるため,結 核患者の診断,治

療に差支えるという事態も起こりかねない。

一方
,結 核化学療法は著 しく進歩 し,新 しく発見され

た患者では速やかに症状は改善 し,菌 陰性化が得 られる

ので,入 院期間は以前に比 して著明に短縮 した。

結核患者が以前より減少 している米国などでは,す で

に10年 以 上前よ り,結 核患者を一般病棟の一部に収容

しているが,特 別の問題は起きていない。

これ らの状況を考え,日 本結核病学会では結核医療の

将来のあり方について検討を重ねてきたが,結 核症,呼

吸器疾患についての専門の知識を有する医師の常勤する

病院においては,室 内の換気を一般か ら切 り離 し,一 般

患者への伝染の危険性を無視 しうるような状態がえられ

れば結核患者を一般病院の特定の病室に収容 して も差支

えないとの結論に達 した。

また,精 神疾患やアルコール依存症をもつ結核患者の

入院が困難な地域が出来つつあり,こ の場合にも特別の

配慮が必要と思われる。

このため,結 核患者の入院施設設置の基準を,従 来の

病棟単位での設置のみならず,上 記の条件を満たす場合

には病室単位で収容することも認めるようにあらためる

ことが必要である。
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